
   

別記様式第１号(第２条関係) 

 

職員の任免及び職員数に関する状況報告書 

１ 職員の採用状況(平成２１年度)                      (単位：人) 

区 分 試 験 選 考 合 計 

一般行政職 ０ ０ ０ 

事 務 職 ０ ０ ０ 
  

技 術 職 ０ ０ ０ 

技能労務職 ０ ０ ０ 

 

２ 退職の状況(平成２１年度)                        (単位：人) 

そ の 他 

区 分 
定 年

退 職 

勧 奨

退 職 普通

退職

分限

免職

懲戒

免職
失職

死亡

退職

任期

満了 

合 計

一般行政職 ２ ０ ０  ０ ０ ０ １ ０ ３ 

技能労務職 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

備考 表中に掲げる用語の意義は、次のとおりである。 

   (1) 定年退職 地方公務員法(昭和26年法律第261号)第28条の2第1項の規定による退職 

   (2) 勧奨退職 任免権者が行う退職勧奨に応じた退職 

   (3) 普通退職 自己都合による退職 

   (4) 分限免職 地方公務員法第28条第1項の規定による免職 

   (5) 懲戒免職 地方公務員法第29条の規定による免職 

   (6) 失  職 地方公務員法第28条第4項の規定による失職 

   (7) 任期満了 定められた任期が満了したことによる退職 

 

 

 



別記様式第２号（第２条関係）

１　総括
⑴　人件費の状況（普通会計決算）

⑵　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
（注）２　職員数は、４月１日現在の職員数である。

⑶　特記事項
な

⑷　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

給与・定員管理等の状況報告書

実質収支 人件費 人件費率

20年度

歳出額

人 千円

区分

千円 千円

（参考）

前年度の人件費率

％

区分
Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

住民基本台帳

人口(年度末)

％

1,464,561 18.5% 17.7%
20年度

10,485 7,921,067 116,266

256,818

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準
　　　　を示す指数である。

（注）２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
　　　　したものである。

1,017,754 6,244 5,897163 636,716 124,220

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

職員数

Ａ

給　　　与　　　費

給　料 職員手当 期末･勤勉手当 　 計　Ｂ

一人当たり

給与費 Ｂ/Ａ

給料月額平均８％の減額、期末勤勉手当の役職加算の適用除外等

H16
93.7

H16
93.5

H18
98.5

H21
94.6H21

93.9
H21
92.1

90

95

100

105

洞爺湖町 類団平均 全国町平均



⑸　給与改定の状況
①月例給

②特別給

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
⑴　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

―

― ― ― ― ―
20年度

― ― ―

（参考）

国の改定率区分

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）

人事委員会の勧告

民間給与 公務員給与 較　差 勧　告

Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数

―

―

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給 勧　告

―

（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイ
　　　レス比較した平均給与月額である。

区分 公務員の　 較　差

給与改定率

― ―20年度

国の年間

割合　　Ａ

― ― ― ―

支給月数　Ｂ

（注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員
　　の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。



①一般行政職

②技能労務職

⑵　職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

公務員
（Ｃ）

―

民間
（Ｄ）

―

うちその他

区　　分

洞爺湖町

―

3,227,400円

―

北海道 国区　　　分

―

―

―

――

※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、
　公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた
　試算値である。

うち公務補

―

1.2

―

―

うちその他

3,724,284円

―

―

―

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（３ヵ年平均）

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している
　ものではない。

―

―

―

― ― ―

Ｃ/Ｄ

290,430円

―

北海道

国

類似団体

465人 332,714円 338,002円

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

49.8歳

4,429人 285,548円 ―

10人 279,261円 299,333円

―

365,631円 ― ― ―

322,737円 ― ― ―

―

― ― ― ―

1.2

50.1歳 6人 320,100円 348,517円 350,358円 ― ― ― ―

― ―

43.8歳 7人 284,800円 310,357円 318,211円 用務員 53.9歳 255,900円うち公務補

洞爺湖町 46.8歳

49.2歳

北海道

国

類似団体

48.8歳

公　　務　　員

対応する民間
の類似職種

民　　　　間

区　　分

13人 301,100円 328,892円

平均給与月額
（Ｂ）

平均年齢
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額
（国ベース）

333,990円 ― ―

参考

Ａ/Ｂ

洞爺湖町

平均年齢 職員数
平均給料
月額

346,969円類似団体 43.0歳 319,315円 366,790円

384,790円

国 41.5歳 325,521円 ― 391,770円

北海道 43.8歳 343,005円 427,547円

平均給与月額
（国ベース）

洞爺湖町 43.5歳 321,400円 368,690円 367,820円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額



⑶　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況
⑴　一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

中 学 卒 ― ― ―

高 校 卒 202,020円 ― 276,689円

326,048円

高 校 卒 213,952円 250,240円 297,160円

―

区　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

中 学 卒 125,430円 ―

一般行政職
大 学 卒 246,682円 294,804円

技能労務職

一般行政職
大 学 卒 159,285円 159,285円 172,200円

技能労務職

高 校 卒 129,592円 129,592円 140,100円

高 校 卒 129,592円 129,592円 ―



（注）１　洞爺湖町職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
（注）２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（注）　平成１９年に８級制から６級制に変更している。

⑵　昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況
⑴　期末・勤勉手当

18人 16.5%

人事評価制度の導入を検討しており、制度中で昇給への反映等を検討する。

30人 27.5%

18人 16.5%

４　級

５　級

６　級

主任の職務

係長の職務

課長補佐の職務

課長の職務

職員数 構成比

0人

３　級

0.0%

3人 2.8%

40人 36.7%

区　分

１　級

２　級

標準的な職務内容

係員の職務

相当高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う係員の職務

6.8%
13.6%

３級
36.7%

３級
33.3%

３級
26.3%

４級
27.5%

４級
26.5%

４級
28.0%

16.5% 17.9% 16.1%

６級
16.5%

６級
15.4%

６級
15.3%

１級
0.0%

１級
0.0%

１級
0.8%

２級
2.8%0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

本年 １年前 ２年前



【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

⑵　退職手当（平成２１年４月１日現在）

⑶　地域手当（平成２１年４月１日現在）

⑷　特殊勤務手当（４月１日現在）

1,377,225円

支給職員１人当り平均支給額（20年度決算）

0千円

0円

支給実績（20年度決算）

0% 0人

（定年前早期退職特例措置　２％～３０％加算）

0%

洞　　爺　　湖　　町 国

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（20年度決算）

59.28月

47.50月 59.28月

最高限度額 59.28月 59.28月

（支給率）

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年

１人当り平均支給額 987千円 25,883千円

（定年前早期退職特例措置　２％～３０％加算）

その他の加算措置

自己都合 勧奨・定年

23.50月 30.55月

33.50月 41.34月

47.50月 59.28月

59.28月

勤続３５年

最高限度額

その他の加算措置

人事評価制度の導入を検討しており、制度中で勤勉手当への反映等を検討する。

（支給率）

勤続２０年

勤続２５年

自己都合 勧奨・定年

23.50月 30.55月

33.50月 41.34月

期末手当 勤勉手当

3.00月 1.45月 3.00月 1.50月

（加算の措置状況）

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～15%
※ H21.12までは、全額削減

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～20%
　管理職加算　　 10%～25%

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～20%
　管理職加算　　 10%～25%

3.00月 1.50月

（加算の措置状況） （加算の措置状況）

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

（平成20年度支給割合）

―

洞爺湖町 北海道 国

1,466千円 1,788千円

１人当たり平均支給額（20年度）１人当たり平均支給額（20年度）



⑸　時間外勤務手当

⑹　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

区　　　分 給　　料　　月　　額　　等

管理職特別勤
務手当

土日及び祝日に勤務を命じられた職員
に対し、１回6,000円(１回の勤務が６
時間を超える場合は9,000円)を支給

異なる
支給額を国の半
分としている。

0円 0円

0円 0円

寒冷地手当
地域、世帯等の区分に応じ月額8,600
円～23,360円を11月から3月まで支給

休日勤務手当
祝日に勤務を命じられた職員に対し、
１時間当りの給与額の100/135を支給

同じ

同じ

4,901,200円 70,017円

0円 0円

16,999,956円 108,280円

単身赴任手当
異動等により配偶者と住居を異にする
職員に対し月額23,000円を支給

同じ

通勤手当

交通機関を利用する職員に対し月額
55,000円限度に支給。自家用車等を使
用する職員に対し月額2,000円～
24,500円を支給

同じ

住居手当
借家等に居住する職員に対し27,000円
を限度に支給（月額）
持家取得後５年間、月額2,500円支給

同じ

支給職員１人当り
平均支給年額

（20年度決算）

23,826,818円 581,142円

8,484,500円 188,544円

24,202,155円 239,625円

管理職手当
管理監督の地位にある職員に対し、そ
の職の特殊性に基づき48,900円～
61,800を支給（月額）

同じ

扶養手当
扶養親族１人につき6,500円～13,000
円を支給（月額）

同じ

145,604円

26,085,914円

219,209円

休日勤務手当 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（20年度決算）

害虫駆除手当 従事した職員 害虫の駆除

支給実績（20年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（前度決算）

職員１人当たり平均支給年額（前度決算）

15,579,623円

日額　３００円

げき薬取扱手当 従事した職員 げき薬の取扱い 日額　７５０円

特殊作業自動車運転手当 従事した職員 除雪車等の運転 日額　３００円

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

野犬掃とう手当 従事した職員 野犬の掃とう 日額　３００円

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

13,116円

65.2%

手当の種類（手当数） 5

サミット業務手当 従事した職員 施設の監視、待機等 １回4,200円から7,875円



／

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

６　職員数の状況
⑴　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

（20年度支給割合）　　　４．５月

（20年度支給割合）　　　４．５月

340,000円 176,000円

期
末
手
当

町 長

退
職
手
当

（20年度支給割合）　　　４．５月

（20年度支給割合）　　　４．５月

　653,000円×在職年数×3.355　　　 8,763,260円　　　　　　任期毎

（算定式）　　　　　　　　　　　（１期の手当額）　　　（支給時期）

備 考

町 長

副 町 長

320,000円

副 町 長

議 長

副 議 長

議 員

　807,000円×在職年数×5.313　　　17,150,364円　　　　　　任期毎

155,000円

408,000円 230,000円

689,000円 467,200円

896,000円 480,000円

（参考）類似団体における最高／最低額

給

料

報

酬

（20年度支給割合）　　　４．５月

議 員 185,000円

副 議 長 233,000円

議 長 284,000円

副 町 長 555,100円

(653,000円)

町 長 686,000円

(807,000円)

（注）２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
　　　　１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

区　分
主 な 増 減 理 由

職　　員　　数 対 前 年
増 減 数



（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
（注）２　〔　　〕内は、条例定数の合計である。

⑵　年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

⑶　定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

部　門

議　　会

総　　務

普
通
会
計
部
門

税　　務

民　　生

衛　　生

農林水産

商　　工

35歳 39歳 43歳

～

未満 23歳 27歳 31歳 51歳 55歳47歳

～～

会
計
部
門

公
営
企
業
等

～

下水道

その他

計

2人      2人      

12人     

水　道

土　　木

計

～～

-        

一
般
行
政
部
門

教育部門

小　　計

3人      3人      

40人     39人     

9人      7人      

33人     33人     

10人     15人     

12人     6人      

8人      8人      

14人     10人     

129人    121人    

42人     42人     

171人    163人    

6人      6人      

10人     

20人     18人     

191人    181人    

〔214〕

～ ～ ～ ～ ～

合　　　　計

△4人    

52歳 56歳 60歳

-        

△8人    

-        

40歳 44歳 48歳

△1人    

△2人    

-        

5人      

△6人    

-        

<参考>
　人口１万人当たり職員数　115.40人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　80.13人）

〔0〕

-        

△2人    

△2人    

△10人   

△8人    

業務量増による増（環境部門）

機構改革による減

機構改革による減

退職者による減

会計間移動による減

<参考>
　人口１万人当たり職員数　155.46人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　102.18人）

会計間移動による減

<参考>
　人口１万人当たり職員数　172.63人

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

〔214〕

計

59歳 以上

28人

区　分

職員数 0人 1人 0人 19人 26人 29人 18人 0人 181人19人 19人 22人

平成１７年４月１日
職員数

平成２２年４月１日
職員数

純　　減　　数 純　　減　　率

平成21年
主 な　増　減　理　由

平成20年 増 減 数

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

2
0
歳

未
満

2
0
～

2
3

2
4
～

2
7

2
8
～

3
1

3
2
～

3
5

3
6
～

3
9

4
0
～

4
3

4
4
～

4
7

4
8
～

5
1

5
2
～

5
5

5
6
～

5
9

6
0
歳

以
上

本年 3年前



（参考）洞爺湖町定員適正化計画における定員管理の目標数値

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
（注）２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

７　公営企業職員の状況（水道事業）
⑴　職員給与費の状況（決算）

210人 183人 27人 12.9%

18年～20年
計

始　　期 終　　期

平成２２年度 平成３１年度 131人

計画期間
数値目標

区　分

部　門

17年
計画始

期

21年
４年目

20年
３年目

職員数

増　減

増　減

職員数

増　減

一般行政

教　　育

公営企業
等 会 計

計

 129人

 △6人    3人  △1人

純損益又は

職員数

増　減

職員数

総費用

(107.4%)

（参考）
19年度の総費用に占

職員給与費 総費用に占める職員

        △29人

141人  137人  132人

45人   43人   42人   42人

24人   18人

（参考）
目標数値

17年度比
27人以上
の削減

210人  198人  195人  191人

     -

18年
１年目

19年
２年目

（注）３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目
　　　　以降現年までの職員増減数の累計を示す。

区分

 △2人  △1人

  18人

 △2人

 181人

 △4人  △5人  △3人

  21人   20人

 121人

 △8人

  42人

     -

△12人  △3人 ####### △4人



（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
（注）２　職員数は、３月３１日現在の職員数である。

特記事項

⑵　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。

⑶　職員の手当の状況
①期末手当・勤勉手当

②　退職手当（平成２１年４月１日現在）

千円 千円 千円 千円
20年度

人 千円 千円

6 22,524

給与費 Ｂ/Ａ 一人当たり給与費

千円

230,250 24,176

職員手当 期末･勤勉手当 　 計　Ｂ

千円

45,860 19.92%

Ａ 実質収支
19年度の総費用に占
める職員給与費比率

20年度
千円 ％ ％

Ｂ 給与費比率　Ｂ／Ａ

5,857

区分

区分
職員数 給　　　与　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給　料

18.58%

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

給料月額平均８％の減額、期末勤勉手当の役職加算の適用除外等

6,8743,733 8,883 35,140

洞爺湖町 43.5歳 352,100円 506,068円

団体平均 45.6歳 370,362円 564,094円

事 業 者 42.8歳 329,042円 488,056円

１人当たり平均支給額（20年度）

1,481千円

期末手当勤勉手当

１人当たり平均支給額（20年度）

1,466千円

（20年度支給割合）

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～15%
※ H21.12までは、全額削減

（加算の措置状況）

（20年度支給割合）

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～15%
※ H21.12までは、全額削減

（加算の措置状況）

3.00月 1.50月

期末手当

洞爺湖町

洞　　爺　　湖　　町

勤勉手当

3.00月 1.50月

洞爺湖町（一般行政職）

洞爺湖町（一般行政職）



（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した職員に支給された平均額である。

⑷　地域手当（平成２１年４月１日現在）

⑸　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

⑹　時間外勤務手当

⑺　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

勧奨・定年

30.55月

勤続２５年 33.50月 41.34月 勤続２５年 33.50月 41.34月

勤続２０年 30.55月 勤続２０年

59.28月

最高限度額 59.28月 59.28月 最高限度額 59.28月 59.28月

勤続３５年 47.50月

23.50月

986千円

自己都合 勧奨・定年

0千円

自己都合

１人当り平均支給額 １人当り平均支給額

（支給率）

支給実績（20年度決算） 0千円

その他の加算措置その他の加算措置

0千円

（定年前早期退職特例措置　２％～３０％加算）

支給職員１人当り平均支給額（20年度決算） 0円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

0% 0人 0%

支給実績（20年度決算） 0円

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 0円

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度） 0.0%

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

野犬掃とう手当 従事した職員 野犬の掃とう 日額　３００円

特殊作業自動車運転手当 従事した職員 除雪車等の運転 日額　３００円

げき薬取扱手当 従事した職員 げき薬の取扱い 日額　７５０円

害虫駆除手当 従事した職員 害虫の駆除 日額　３００円

支給実績（20年度決算） 433,426円                         

職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 108,357円                         

支給実績（前度決算） 507,180円                         

職員１人当たり平均支給年額（前度決算） 101,436円                         

勤続３５年 47.50月 59.28月

23.50月

（支給率）

25,757千円

（定年前早期退職特例措置　２％～３０％加算）



⑺　定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

６⑶①を参照

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年４月１日現在）

６⑶②を参照

国の制度と
異なる内容

支給実績
（20年度決算）

支給職員１人当り
平均支給年額

（20年度決算）

管理職手当
管理監督の地位にある職員に対し、そ
の職の特殊性に基づき48,900円～
61,800を支給（月額）

同じ 1,073,832円 536,916円

休日勤務手当 内容及び支給単価
国の制度
との異同

扶養手当
扶養親族１人につき6,500円～13,000
円を支給（月額）

同じ

57,800円 19,267円

住居手当
借家等に居住する職員に対し27,000円
を限度に支給（月額）
持家取得後５年間、月額2,500円支給

同じ

1,166,500円 388,833円

321,800円 107,267円

0円 0円

通勤手当

交通機関を利用する職員に対し月額
55,000円限度に支給。自家用車等を使
用する職員に対し月額2,000円～
24,500円を支給

単身赴任手当
異動等により配偶者と住居を異にする
職員に対し月額23,000円を支給

同じ

同じ

寒冷地手当
地域、世帯等の区分に応じ月額8,600
円～23,360円を11月から3月まで支給

同じ

休日勤務手当
祝日に勤務を命じられた職員に対し、
１時間当りの給与額の100/135を支給

同じ 0円 0円

0円 0円日直手当
日直勤務を命じられた職員に１回
4,200円を支給

管理職特別勤
務手当

土日及び祝日に勤務を命じられた職員
に対し、１回6,000円(１回の勤務が６
時間を超える場合は9,000円)を支給

0円 0円異なる
支給額を国の半
分としている。

同じ

679,200円 113,200円



   

別記様式第3号(第2条関係) 

 

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況報告書 

1 勤務時間の状況(平成２１年４月１日現在) 

勤 務 時 間 の 割 振 り 
1週間の勤務時間 

始 業 終 業 休憩時間 休息時間 週休日 

３８時間４５分    8：45     17：30 
12：00～ 

13：00  
  -    土・日  

備考 1 「1週間の勤務時間」は、地方公務員法第24条第6項の規定に基づき条例で定めら

れた職員の勤務時間である。 

   2 「勤務時間の割振り」は、月曜日から金曜日の午前8時45分から午後5時30分の時

間帯(それに準じた時間帯)に勤務時間が割振られている職員の勤務時間である。 

 

2 年次休暇の状況(平成21年4月1日～平成22年3月31日) 

総付与日数 総使用日数 全期間在職職員数 一人当たり平均使用日数

  ５，９８１日   ２,０１８日  １５４人   １３．１０日  

備考 1 「全期間在職職員数」は、当該年度の全期間在職した職員の合計とし、当該期間

中に育児休業、分限休職の事由がある職員及び派遣職員を除く。 

   2 「総付与日数」は、当該年度の4月1日現在において全期間在職した職員に付与さ

れた日数(前年度からの繰越分を含む。)の合計である。 

   3 「総使用日数」は、全期間在職した職員の使用した年次休暇の合計である。 

 



   

別記様式第4号(第2条関係) 

 

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況報告書 

1 分限処分の状況(平成２１年度)                  (単位：件) 

処分事由 地方公務員法 降 任 免 職 休 職 合 計

勤務成績が良くない場合 第28条第1項第1号 ０ ０ ０ ０ 

心身の故障の場合 
第28条第1項第1号

   第2項第1号
０ ０ ２ ０ 

職に必要な適格性を欠く場

合 
第28条第1項第3号 ０ ０ ０ ０ 

職制、定数の改廃、予算の減

少により廃職、過員を生じた

場合 

第28条第1項第4号 ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された

場合 
第28条第2項第2号 ０ ０ ０ ０ 

地方公務員法第28条第4項により失職した者 ０ ０ ０ ０ 

職員の分限に関する手続及び効果に関する条例

第5条により失職しなかった者 
０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ ０ ２ ０ 

備考 1 職員のうち、地方公務員法及び職員の分限に関する手続及び効果に関する条例

(平成18年洞爺湖町条例第20号)に基づき分限処分に付された者の状況であり、当該

年度において同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計

上している。 

   2 2以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計上して

いる。 

   3 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上している。 

 

2 懲戒処分の状況(平成２１年度)                   (単位：件) 

処分内容 戒告 減給 停職 免職 合計 

 処分者数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 



   

別記様式第5号(第2条関係) 

 

職員の服務の状況報告書 

営利企業等の状況(平成２１年度) 

営利企業等の従事許可申請 申請件数 許可件数 

０件  ０件  ０件  

備考 地方公務員法第38条及び洞爺湖町職員服務規程(平成18年洞爺湖町訓令第17号)第19

条の規定に基づく営利企業等の従事許可の状況である。 



   

別記様式第6号(第2条関係) 

 

職員の研修及び勤務成績の評定の状況報告書 

1 研修の状況(平成２１年度) 

研修の名称 研修の内容 対象者 実施回数 修了者数 

基礎研修  一般職員   １  ２名 

法務研修 

応用研修   一般職員  １  １名 

中級研修 
概ね採用後10年未満職

員の研修 
 一般職員   １  １名  

税務研修 固定資産税研修  一般職員   １  １名 

政策能力研修 
地域政策研修（北海道と

の合同研修） 
 一般職員 １  １名 

支庁長を交えたまちづ

くり研修 
 一般職員   １  １名 

研修担当者研修  一般職員   １  １名 

政策法務（条例立案）  一般職員   １  １名 

専門研修 

介護支援専門員研修  保健師 １  １名 

 

 

 

2 勤務成績の評定の状況(平成２１年度)     

評定の方法 評定者 評定結果の活用 

      ― ― ―  

      ―  ―  ―  

備考 地方公務員法第40条の規定に基づき、任命権者が行う勤務成績の評定の状況である。 



   

別記様式第7号(第2条関係) 

 

職員の福祉及び利益の保護の状況報告書 

1 厚生制度の状況(平成２１年度) 

区 分 内 容 実施状況 

職員の保健に関すること 
健康診断（嘱託職員含む）

総合健康診断 

 ９９名 

１２７名 

職員の元気回復に関すること フットパスウォーキング  ３０名 

 

 

 

2 公務災害補償の状況 

 (1) 公務災害(平成２１年度) 

認 定 件 数 前年度末現在 

未処理件数  
受理件数 

公務上 公務外 
取下げ件数 

年 度 末

未処理件数

０ １ １ ０ ０ ０ 

備考 地方公務員災害補償法(昭和42年法律第121号)に基づく職員の公務災害補償の状況

である((2)において同じ)。 

 

 (2) 通勤災害(平成２１年度) 

認 定 件 数 前年度末現在 

未処理件数  
受理件数 

通勤災害該当 通勤災害非該当
取下げ件数 

年 度 末

未処理件数

０ ２ ２ ０ ０ ０ 

 



   

別記様式第8号(第3条関係) 

 

勤務条件に関する措置の要求の状況報告書 

  (平成２１年度)  

  

区 分 

前年度末現

在未処理件

数 

措置要求

件 数
処理件数

前年度末現在

未処理件数に

係る処理件数

今年度の措置

要求件数に係

る処理件数 

年度末現

在未処理

件数 

給 与 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

勤務時間 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

休 暇 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

そ の 他 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

計 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

備考 1 件数は、措置要求をした個々の職員1人をもって1件とし、数人の職員が共同で措

置要求した場合も職員1人をもって1件としている。また、1人の職員が2以上の異

なる区分について同時に措置要求した場合は、それぞれを1件としている。 

   2 「措置要求件数」は、公平委員会に対して措置要求がなされたものすべて件数で

ある。 

   3 「処理件数」には、措置要求が適法要件を欠くため、実体審理に入らないで不受

理(却下)としたものも含む。 

   4 各欄の括弧書は事案数を計上し、審理の過程において併合が行われた場合には1

事案とし、分離が行われた場合にはそれぞれ1事案としている。 



   

別記様式第9号(第3条関係) 

 

不利益処分に関する不服申立ての状況報告書 

 (平成２１年度)   

  

区 分 

前年度末現

在未処理件

数 

不服申立て

件 数
処理件数

前年度末現在

未処理件数に

係る処理件数

今年度の不服

申立て件数に

係る処理件数 

年度末現

在未処理

件数 

分限処分 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

懲戒処分 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

転 任 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

そ の 他 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

計 
 

( ０ ) 

 

( ０ )

 

( ０ )

 

( ０ ) 

 

( ０ ) 

 

( ０ )

備考 1 件数は、不服申立てをした個々の職員1人をもって1件としている。 

   2 「不服申立て件数」は、公平委員会に対して不服申立てがなされたものすべて件

数である。 

   3 「処理件数」には、不服申立てが適法要件を欠くため、実体審理に入らないで不

受理(却下)としたものも含む。 

   4 各欄の括弧書は事案数を計上し、審理の過程において併合が行われた場合には1

事案とし、分離が行われた場合にはそれぞれ1事案としている。 


